
平成 1 6 年度当初予算主要事項説明

保健福祉部

事 業 名

< 人の健康>

与謝 の海 病 院電 子 カルテ システ ム整備 費

予 算 額 3 7 0 , 0 0 0 千円 新規 ・継続の別 新規

事 業 内 容

ヽ
―
―
―
―
―

ジ

的

象

等法

目

対

方

ｒ
ト
ー
ー
ト
ー
ヽ

1 趣 旨

患者サービスの充実や医療の質の向上を図るため、電子カルテシ

ステムを導入する。

①患者サービスの向上
・電子画像等の活用による診療内容の充実
・待ち時間の短縮

○医療の質の向上
・医療の安全管理 (医療過誤防止) への活用
・情報の共有化によるチーム医療の推進

○電子化による経営改善
・医事業務等の見直しによる業務量減
・カルテ管理費用の削減等

2  事業内容

電子カルテシステムの整備

3  事業費

システム整備費 8 籠 7 警路寵

4  スケジュール (案)

平成 1 6 年度 システム整備

平成 1 7 年度 運用開始  |

担当課 ・係名 医療 。国保課 府立病院係 課 ・係 電話番号 075-414-4743

共通 - 1 6



平成16年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

事 業 名
< 人の健

唇畠民健康保険直営診療施設整備費補助金

予 算 額 4 6 , 0 2 6 千円 新規 ・継続の別 新  規

容
　
　
ｎ

耐
判
剰
劇
刊
ジ

却

1  趣   旨

国民健康保険被保険者の医療の確保及び健康の保持増進を図るため

に、国の補助金を受けて市町村保険者が実施する国民健康保険直営診

療施設整備 (建物) に要する経費の一部を補助することにより、へき

地等における国保事業の負担軽減を図る。

2  事業概要

対象診療施設 国 保 瑞 穂 病 院

対 象 事 業 国民健康保険直営診療施設整備費 (建物)

整 備 内 容

移転新築

規模等 :診療榛、病棟、給食棟

鉄筋コンクリート造 3 階建

診療科 : 内、外、小、整

病床数 :一般30床、療養17床

補  助  額 4 6 , 0 2 6 千円

担当課 ・係名 医療 ・国保課  国保指導係 課 ・係 電話番号 075-414-4627

共通 - 1 7



平成16年度当初予算案主要事項説明
保健福祉部

事 業 名
< 人

?
健康

≧療 施 設 近 代 化 整 備 費等 補 助 金

予 算 額 5 6 2 , 2 0 0 千円 新規 ・継続の別 継続 ・一部新規

事 業 内 容

淵
割
劉
弓

法

化
眠
肥
じ

1 趣  旨

療養病床 (療養型病床群含む) の整備、患者の療養環境及び研修医の研修

環境の充実等のための施設整備に対 し、国の補助制度を活用し助成すること

により、医療施設の近代化、地域医療の確保を図る。

2  事業内容

( 1 ) 医療施設近代化施設整備事業

事業内容 病棟の増築、改修等への補助 (国1/3、府1/6 (府単独上乗せ〕〕

整備内容 5 施設

(継続 1 新規 4 )

一般病床 療養型病床 精神病床

4 0 床 1 9 1 床 2 9 8 床

予 算 額 5 4 2 , 2 0 0 千 門

※療養型病床…

(2 ) 医師臨床研修病院研修医環境整備事業

事業内容
研修医の研修環境 。生活環境の充実を図るための研修医宿舎の

整備 (国 1 / 3 、府 1 / 3 )

予 算 額 2 0 , 0 0 0 千 円

趣 旨
ヽ
１
１

ノ

の上度制険保護

期

特

入

長
ｒ
ｌ
に

構 造 病室面積や廊下幅は一般病床より広く、機能訓練室や談話室等を設置

担当課 ・係名 医療 。国保課  地域医療係 課 ・係 電話番号 075-414-4744

共通 - 1 8



平成16年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

事 業 名
< 人の健康

苫 治 体 立 病 院 施 設 整 備 費 補 助 金

予 算 額 2 0 4 , 6 5 6 千円 新規 ・継続の別 継 続

容
　
お

耐
判
剣

・
―

刊
ジ

鞠

1 趣   旨

自治体立の医療機関が行う施設 ・設備等の整備事業に対 して助成を

行うことにより、府域における医療供給体制の整備を促進 し、政策医

療の確保を図る。

2  事業内容 (単位 :千円)

3  雇用見込数

実雇用人数  1 2 7 人

対象医療施設 公立南丹病院 亀岡市立病院 福知山市民病院

対 象 事 業 医療施設施設設

備整備費

医療施設施設設

備整備費

医療施設施設設

備整備費

整 備 内 容 新病棟整備によ

る増床等

新病院整備によ

る急性期医療の

提供等

全面建替整備に

よる増床等

補  助  額 5 5 , 0 0 0 4 2 , 5 0 0 1 0 7 , 1 5 6

担当課 ・係名 医療 ・国保課  地域医療係 課 ・係 電話番号 075-414-4744

共通 - 1 9



平成16年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

事 業 名
< 本の健康

ま都第二赤十字病院整備費補助金

予 算 額 2 8 3 , 3 8 6 千円 新規 ・継続の別 継  続

1 趣  旨

京都第二赤十字病院が行 う救命救急センター等新病棟の増築、既存

病棟の改修に対 して助成 し、府内医療体制の充実を図る。

2  事業概要

tl〕隣接地に新棟を整備 (梅屋小学校跡地) = 地上 7 階地下 2 階建

t2〕救命救急センター等の移設拡張整備 (新棟)

僧〕機能充実= S C U t脳卒中専用病室}の設置、手術室の移設拡充 t6 室→10室)

“〕現施設の老朽狭臨化への対応等 (平成 1 6 年度以降)

3  整備年度

平成 1 4 年度～ 1 6 年度

担当課 ・係名 医療 ・国保課  地域医療係 課 ・係 電話番号 075-4 14-4744

共通 - 2 0



平成16年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

事 業 名
< 人の健康

嵩齢者等にやさしい医療施設整備促進事業費

予 算 額 4 5 , 0 0 0 千 円 新規 ・継続の別 新  規

事 業 内 容

的

象

等法

目

対

方

1 趣  旨

治療を必要とする高齢者や障害者等が安心 して医療施設を訪れること

ができるよう、車椅子用 トイレや段差解消などの整備を促進 し、患者の

療養環境の向上等を図る。

2  事業概要

補 助 対 象 者 医療機関 (病院 ,診療所 ・歯科診療所)  9 0 施設

補 助 対 象 経 費 車椅子用 トイ レ、自動 ドア、段差解消、手す り設置等

の整備

負 担 割 合 府 : 1 / 2   事業者 : 1 / 2

補助基準上限額 1 , 0 0 0 千円/ 施設

事 業 実施 期 間 平成 1 6 年度～ 1 8 年度 ( 3 箇年)  (予定)

担当課 ・係名 医療 ・国保課  地域医療係 課 ・係 電話番号 075-414-4744

共通 - 2 1



平成16年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

事 業 名
< 人の健康

≧柱専用外来整備促進事業茎

予 算 額 5 , 0 0 0 千 円 新規 ・継続の別 新  規

容
　
　
ｈ

耐
判
剣
川
刊
ジ

却

1 趣  旨

男性医師には相談 しにくい女性特有の症状や病気の悩みについて、

女性の医師が診療を行 う女性専用外来の設置を促進することにより、

女性患者のプライバシーに配慮 した医療提供の充実を図る。

2  事業概要

補 助 対 象 者 医療機関 (病院 ・診療所)  1 0 施設

補 助 対 象 経 費 診襲室の整備 ・改修等

負 担 割 合 府 : 1 / 2   事業者 : 1 / 2

補助基準上限額 1 , 0 0 0 千円/ 施設

事 業 実 施 期 間 平成 1 6 年度～ 1 8 年度 ( 3 箇年)  (予定)

担当課 ・係名 医療 ・国保課  地域医療係 課 ・係 電話番号 075-4 14-4744

共通 - 2 2



平成16年度当初予算案主要事項説明
保健福祉部

事 業 名 内
≫
院

康健の人

　

十

＜

感 染 対 策 推 進 事 業 費

予 算 額 5 , 0 0 0 千円 新規 ・継続の別 新  規

1 趣  旨

院内感染の発生予防及び拡大防止対策の徹底が与安全で質の高い

医療供給体制を整備する上での大きな課題となってお り、医療機関、

関係団体及び行政が連携 し、感染予防や危機管理体制の整備等を推

進 し、府民の医療への安心 ・安全の確保を図る。

2  事業概要

事 業 内 容

①事業検討会の設置
・対策の企画立案
・各種取組の効果測定

②施設実態調査
・府内医療機関の対応状況
・課題の抽出

③研修啓発事業
・専門職員の養成
・医療機関職員への研修実施

④防止支援事業
・相談事業
・情報の収集 ・提供
・個別医療機関への対策支援

実 施 方 法 t社〕京都私立病院協会へ委託

事業実施期間 平成 1 6 年～ 1 8 年度 ( 3 か年) (予定)

担当課 ・係名 医療 ・国保課  医務係 課 ・係 電話番号 075-414-4746

共通 - 2 3



平成16年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

事 業 名
<
合
の健

唇末 き 地 医 療 対 策 費

予 算 額 1 2 5 , 6 8 4 千円 新規 ・継続の別 継  続

事 業 内 容

ｎ
劉

劉

可
法

化
眠

肥

ビ

1 趣  旨

医療不足地域における医療の確保のため、へき地医療支援機構 (府立

与謝の海病院) の指導 ・調整のもとに、へき地診療所に医師等を派遣す

るへき地医療拠点病院に派遣事業の経費の一部を補助することにより、

地域住民の医療を確保する。

2  事業概要

(単位 :千円)

事 項 内 容 補助対象病院 事業費

へき地医療支援機構

運営助成費

へき地診療所に対する

医師派遣等、へき地医療

拠点病院における医療活

動の調整等を行う専任担

当官及び支援機構の運営

に必要な経費を助成

府立与謝の海病院

7,4 12

へき地医療拠点病院

運営助成費

へき地における医療確

保を行う病院を 「へき地

医療拠点病院」に指定

しt へき地医療活動経費

に対して助成

国保久美浜病院

弥栄町国保病院

舞鶴市民病院

国保大江病院

福知山市民病院

綾部市立病院

国保京北病院

公立南丹病院

118,272

担当課 ・係名 医療 , 国保課  地域医療係 課 ・係 電話番号 075-4 14-4744

共通 - 2 4



平成16年度当初予算案主要事項説明
保健福祉部

事 業 名

< 人の健康>
救 急 医 療 対 策 費

予 算 額 1 , 1 2 1 , 7 5 9 千 円 新規 ・継続の別

継  続

一部新規

ヽ
―
―
―
―

ノ

容
　
　
的
象
等

軸
降

1  趣   旨   府域の救急 医療体制 の確保 を図る。

2  事業概要
(単位 :千円)

事 項 内 容 事 業 費

救急告示医療機関等助
成費

救急告示医療機関の体制確保のために要する
経費に対 して助成

29,500

救急、休 日 ・時間外医
療体制整備促進助成費

救急医療体制の整備を図るため、府医師会が
実施する研修等の経費に対して助成

1,900

在宅当番医制運営助成
費

救急患者の医療を確保するため、市町村が実
施する在宅当番医制運営経費に対して助成

9,860

病院群輪番制運営助成
費

を
番

療
輪

医
群

の
院

者
病

患
る

急
す

救
施

症
実

重
が
成

る
村
助

す
町
て

と
市
し

要

対ヽ

必
め
に

を
た
費

療
る
経

治
す
営

院
保
運

入
確
制

95,709

救命救急センター運営
助成費

患
セ

篤
急

重
救

た
命

し
救

と

ヽ

象
う

対
よ
成

を
る
助

域
き
て

全
で
し

内
が
対

府
応
に

で
対
費

制
な
経

体
速
営

間
迅
運

時
の

一

４
ヘ
タ

２
者
ン

231,454

医療施設救急医療部門
運営助成費

地域において救急医療の中心的な役割を担う
民間病院等に対 して運営費助成

77,590

救急告示病院等運転資
金貸付金

府内中小規模の救急昔示病院等の要員確保に
必要な資金を融資

300,000

救急医療情報システム
運営費

医療機関から救急 ・災書の医療確保に必要な
情報を収集 し、消防 ・医療機関、府民へ提供

131,830

休 日等歯科診療所運営
費委託金

休日における歯科診療及び障害児、小児等の
歯科診療体制を確保

35,700

総合周産期母子医療セ
ンター運営助成費

る
て

図
し

を
対

実
に

充

一

の
タ

制
ン

体
セ

療
療

医
医

る
予

す
母

対
期

に
産

児
周

生
合
成

新
総
助

・　

費ヽ

子
め
営

母
た
運

92, 344

周産期医療システム運
営費

周産期医療情報システムの管理運営、周産期
医療協議会の開催

8,850

精神科救急医療システ
ム運営費

休 日 ・夜間等に緊急医療を必要とする精神障
害者のために、精神科救急医療体制を確保

100,022

小児救急医療体制調査
研究事業費

効率的な小児救急医療体制を構築するため、
小児救急の現状把握、医療体制検討

1,000

小児救急医療体制整備
事業費 (新規)

を
る

安
す
施

不
善
実

の
改
を

親
を
談

る
制
相

す
体
話

対
診
電

に
受
る

等
の
よ

が
者
に

け
患
医

や
急
門

熱
救
専

発
児
科

な
小
児

急

小ヽ

の
し

ヽ

供
消
め

子
解
た

6,000

担当課 ・係名 躍聾暑晨経譜祉課 捨需昏種蟹参加担当 課 ・係 電話番号
075-414-4744
075-414-4732

共通 - 2 5



平 成 1  6 年 度 当 初 予 算 案 寺 r 喜要 事 項 説 明

事 業 名
< 人 の健 康 >

子育 て 。子 育 ち総 合 対策 事 業 費

予 算 額 6,320, 140千円 新規 ・

盤 鎌 の 軸1 新規・継
続

事 業 内 容

ゴ

判法

恒

対

方

Ｆ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｌ

趣 」
日

急速に進む少子化や、子どもや家庭を取り巻く環境の悪化等に適切に対応し、
次代の京都府を担う子どもたちが夢の持てる社会を実現するため、「京都府未来
っ子いきいき推進戦略本部」を設置し、全庁を挙げて総合的かつ効果的に「子育
て。子育ち施策Jを推進する。

次世代育成支援対策の推進    | きょうと未来っ子いきいき支援計画策定費 1  2,000

ト 『子育て。子育ち総合対策J実施に向けての新たな視点
(1〕 家庭・地域の子育て力の向上。再生
惚) 子ども自身の育ちの確保等

子

ど

も

の

自

立

力

の

育

成

様々な交流活動

や多様な体験活

動の充実

レ青少年の問題行動多

発への対応

♭青少年すこやか支援ネットワウ事業

レゆめ体験ネット推進事業費

6,000

32,631

豊かな心をはぐ

くむ教育の推進

レ青少年の心の問題の

深刻化

レ心のサポー ト推進事業費 t学校に

おける相談活動〕

》rいただきます。地元産]プラン

推進事業費

1619400

9,500

陣署のある予や

養議を要する子

などへの支援

> 養護学校児童の放課

後対策

レ養護学校・地域等連携推進事業費 1,000

思春期対策の強
イ比

> 青少年の性感染症増

大への対応

レエイズ・性感染症等対策事業費 3,000

地

域

の
子
育

て
力

の
再

生

総合的な子育て

相談体制の充実
・情報標供

ら地域の子育て力低下

》地域の相談機能強化

レ地域子育て支援センター事業費

レ京の子育てネットワーク支援事業費
〔地腹子育てネットの構築〕

156,047

児童虐待防止対

策の推進

》育児不安や負担感の

増大

》児童虐待防止対策推進事業資 18,800

地域 ぐるみでの

子育て支援のた

めの条件警億

防社会全体で子育て支

援するための地域 づ

くり

》子育てバリアフリー化推進事業費 3,250

母子保健 ・医療

体制の整備 ・充

蔓

レ育児不安の増大 ら小児救急医療体制整備事業費

》こどもの健康相談支援事業費
b 不好治磨絵付菫差跡成替

69000

2,000

6n_nan

て家

力庭

のの

向子

上育

家庭教育 ・親支

援の推進

> 家族関係の希薄化

防家庭の子育て力低下

♭京の子育てネットワーク支援事業費

> 家族の心のふれあい便り事業費

5,000

4 000

経済的負担の軽

減

防乳幼児医療助成費

レ児童手当支給事業費

1,160,944

1,523,004

仕

事

と

家

庭

の

両

立

多様な保育サーヒ
・

ス等の充実

> 保育ニーズの多様化 》私立幼稚園預かり保育推進特別補助
け到_県保 畜 得 横 墓 豊 警

83,560

107,499

労働環境の整備 ♭職場優先の雇用慣行

や男女の固定的役割

介相意識

》仕事と家庭との両立支援状況調

査費

1,000

担当課・係名 課・係 電話番号

共通 - 2 6



平成 1 6 年度 当初 予 算 案 主 要事項説 明

保健福祉部

事 業 名
< 人の健康>

介 護 保 険 制 度 推 進 費

予 算 額 1 6 , 4 3 6 , 5 5 0 千 円 新規 ・継続の別 継 続

毅
事

Ｆ
‐
‐
‐
」

1  趣    旨

介護保険制度の円滑な運営に向けた体制整備の支援 に資する。

2 事 業 概 要

項事 容内 事 業 費

介 護 給 付 費 負 担 金 平成 1 6 年度標準給付費見込額 に係る公費負担
の うち府負担分 12.5 %

15,490,000

財 政 安 定 化 基 金 積 立 金 標準給付費見込額 (①～①の 3 年平均) の0.1
% を基金に積立

639,000

認 定 審 査 会 等 運 営 費
営
営

運
運

の
の

△
〓
▲
〓

査
査

審
審

定
険

認
保

護
護

介
介

41,274

介 護 保 険 指 導 事 業 費
査
す

審
対

定
に

認
ど
施

護
な
実

介
医
の

けヽ
等

め
つ
導

じ
り
指

は
か
る

を
か
す

成

対ヽ

養
員
に

の
査
者

員
調
業

門
定
事

専
認
び

援

及ヽ

支
員
修

護
委
研

介
会
る

41,500

事援支価評スビ一サ護介
業

保
及

確
普

の
の

ス
ム

ビ
テ
施

一
ス
実

サ
シ

ヽ

護
価
討

介
評
検

い

をヽ

高
め
策

の
た
方

質
る
進

り
す
推

よ
資
た

の
に
け

位
援
向

本
支
に

者
択
看

用
選
定

利
と

・

13,700

ツアレベレス
費

ビ
業

一
事

サ
援

護
支

介
プ

る
図

け
を

受
上

を
向
等

ス
の
導

ビ
質
指

一
の
る

サ
ス
す

護
ビ
対

介

一
に

た
サ
者

つ
護
業

あ
介
事

に
や
ス

ズ
供
ビ

一
提

一

二
報
サ

が
情
の

者
の
め

用
め
た

利
た
る

11,076

特施実滑円度
費

制
業

険
事

保
策

護
対

介
別

低所得者の利用負担軽減措置
ｎ
ｕ

ｎ
ｕ

０
０

ホームヘルフ
・
サーヒ

・
スに行系々金軽

減措置
制度開始時にサービスを利用 していた高齢者の利用者負担
を 6 % に軽減する

隠善甚妻程野ホ…ムヘルフ
°
サーヒ

・
ス汗J

用者に対する支援措置
障害者施策等でサービスを利用 していた者の利用者負担を
3 % に軽減する

社会福祉法人 による利

用者負担減免措置

利用者負担を減免する (利用者負担1/2～免除) 場合に助
成する

山村振興等特別地域加

算 に対する軽減措置

山村振興地域等で行われる訪問介護サー ビス に係る介護報

酬カロ算 (15% 相当加算〕に対 し、利用者負担を 9 % に軽減する

介護支援専門員活動支援

事業費

助言 ・指導 ・情報提供ができるケアマネジメン
トリーダーを養成 ・配置 し、介護支援専門員に

対する支援機能を強化する

11,000

介護保険利用状況等調査

費

介護保険利用者等 を対象 としたアンケー ト調査

を実施

3,000

▲
ロ 計 16,436,550

担当課 ・係名 高齢化対策課 介護保険室 介護保険管理係 課・係 電話番号 0 7 5 - 4 1 4 - 4 5 7 8

共通 - 2 7



平成 1 6 年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

事 業 名

< 人の健康>

高齢者介護予防等支援事業費

予 算 額 7 0 0 , 0 0 0 千円 新規 D継続の別 継 続

1 趣  旨

高齢者が要介護状態に陥ったり、健康状態が悪化することがないよう

市町村が行う高齢者の生活支援や介護予防等の事業に対して助成する。

2 内  容

生 活 支 援

・外出支援サービス事業
・寝具類等洗濯乾爆消毒サービス事業
・軽度生活援助事業
・訪問理美容サービス事業     等

防

い

援

予

が

支

護

き

動

介

生

活

介護予防事業
「食」の自立支援事業

高齢者筋力向上 トレーニング事業

運動指導事業          等

在宅介護支援 ・高齢者実態把握事業
・介護予防プラン作成事業

家族介護支援

・介護用品支給事業
・家族介護者交流事業
・家族介護慰労事業   等

そ  の  他

生きがいと健康づくり推進事業

緊急通報体制等整備事業

成年後見制度利用支援事業 等

事 業 主 体 市 町 村

負 担 区 分 国1 / 2  府 1 / 4  市町村 1 / 4

担当課 。係名 高齢化対策課 介護予防等支援係 課・係電話番号 075-414-4570

共通 ―- 2 8



平成 1 6 年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

事 業 名

< 人の健康>

ふれあいホーム (地域介護拠点施設) 整備事業費

予 算 額 2 0 , 0 0 0 千円 新規 ・継続の別 新 規

事 業 内 容

詞
剰
封
ョ

法

に
悔
レ
」

趣   旨 高齢者が要介護 ・要支援の状態になっても、住

み慣れた地域で、永年築いてきた生活を継続でき

るよう、地域で高齢者を支えていくサービス提供

の仕組みづくりに取り組む

事業内容
‐
民家等の既存建物を活用して、デイサービスを

基本に複数の在宅サービスを提供する小規模で家

庭的な施設整備の改修費を助成

事業主体 ユニウトケア(在宅生活に近い日常生活の中で行

われるケア)を実施している特別養護老人ホームを

運営している社会福祉法人

補助基本額 1 0 , 0 0 0 千円〔府 1/2、市町村 1/4、法人 1/4〕

事業費 2 0 , 0 0 0 千円(10,000 千円X 1/2 X 4 箇所)

担当課 ・係名 高 齢 化 対 策 課 施 設 係 課・係電話番号 075-414-4574

共通 - 2 9



平成 1 6 年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

事 業 名

< 人の健康>

老 人 医 療 給 付 事 業 費

予 算 額 1 3 , 9 7 5 , 5 9 6 千 円 新規 ・継続の別 継 続

憾
業
　
　
　
　
法

事
Ｆ
陥
に
脚
路
ド
ー
」

事   項 老人保健医療費府負担金

(国 制 度)

老人医療給付事業助成費

(府 制 度)

目 的

府民の老後における適

切な医療の確保を図るた

め、老人保健法による老

人医療費を負担する。

高齢者の健康を守るた

め、65歳以上69歳までの

高齢者の医療費の自己負

担金 (老人保健法に基づ

く自己負担金相当額を除

く。) を公費負担する市

町村に対し助成する。

対 象 者 > 裕歳以上のすべての高齢者

tH 1 4 . 1 0 月に7 0 歳に達

している者は引き続き対象)

卜65歳以上74歳までの障

害をもつ高齢者

> 65歳以上69歳までの高

齢者

得

限

所

制

な し レ所得税非課税 (―敵高齢者)

> 老齢福祉年金受給限度

額以下 (ひとり暮し高齢者等)

予 算 額 12, 856,4 93千 円 1 1門9 103千円

担当課 ・係名 高 齢 化 対 策 課  医 療 係 課 ・係 電話番号 4 5 7 6

共通 - 3 0


